檄

2012現業・公企統一闘争に取り組むすべての組合員の皆様に、自治労本部は心から敬意を表します。

さて、昨年発生した東日本大震災に際しては、災害対応と復興支援を行おうとするとき、多くの自治体で人員や資機材が長年にわたる民間委託などで圧倒的に不足していることが明らかになりました。
自治体には本来、現場職員を通じてサービスを提供すると同時に、その現場から住民の意見などの政策情報を収集し政策化していくことで、その質を維持・向上させる機能が求められています。また、実働部隊としての技能職員を十分に保有することで、地域の実情に合ったきめ細かな対応が可能になるとともに、災害時にも速やかに対処することができます。これは住民の暮らしと命を守るために、必要なことです。

しかし、世間が災害時の技能職員の重要性をあらためて感じ始めた現在でも、財政難を口実とした安易な民間委託は進んでいます。また、地域に踏みとどまっている職場でも、人員削減による過重労働で、職員の心身の健康を維持することすらままならない状況であり、築かれてきた職員の技術・技能・経験が失われつつあります。
われわれはこうした現状を決して許さず、住民になくてはならない質の高い地域公共サービスを確立するたたかいに全力を挙げて取り組みます。
10月26日の統一闘争基準日にむけ、すべての単組で労働協約の締結、要求書提出と交渉、合意と協定という、闘いの基本を実行しましょう。そして引き続く自治体確定闘争を、自治体労働者の生活の維持・改善のためにたたかいぬきましょう。住民にとって欠くことのできない質の高い地域公共サービスを、われわれの知恵と力を総結集して、実現しようではありませんか。
いよいよ現場力回復に向けて本格的に動くべき時が迫ってきています。自治労本部も現業職に限らず、現場力を発揮するための取り組みを鮮明にし、職の確立を求め行動していく決意です。
全国の仲間が2012現業・公企統一闘争に総結集し、全力でたたかわれることを、心より訴えます。
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